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背景 物流データプラットフォームの必要性
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物流危機

＜短期的＞
パレタイズ納品
商慣習の見直し

・・・

＜中・長期的＞
物流資産の有効活用
究極の共同物流

（フィジカルインターネット）

物流データプラットフォームの必要性



参考：フィジカルインターネット
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出典：経済産業省：フィジカルインターネット実現会議 資料4₋1より



DPC(Data Platform Construction)協議会 組織体制
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加工食品サプライチェーンにおけるデータプラットフォーム構築を目的として協議会を発足。

３つの検討チームを立ち上げ議論を進める。

＜DPC協議会 組織体制＞

＜DPC協議会＞
SBM（代表：味の素）
日本加工食品卸協会

ファイネット
（GS1 JAPAN）
流通経済研究所

(オブザーバー：プラネット)

経産省、国交省、農水省

事務局

流通経済研究所 DPCチーム

流研 加藤 堀尾 久保田

ファイネット伊東、大村 長濱 渡邊

連
携

事業所マスタチーム

次世代EDI検討チーム

GS1標準活用＋
Scope3 CO2算定チーム



DPC協議会 目指すべき方向性
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＜GS1標準活用＋Scope3

CO2算定チーム＞

CO2排出量提供サービス

＜次世代EDI検討チーム＞

ASNデータによる効率化

EDIの刷新

＜事業所マスタチーム＞

場所を識別する情報DB構築

S
IP

基
盤

一意に場所を

識別する

納品データ電子化による

効率化とデータ化

CO2の

見える化

以下を行うことで、次世代EDI構築、およびデータプラットフォーム構築の足掛かりにする

1. 統一取引先コードと標準事業所コードとの連携による標準事業所マスタ構築

2. メーカー・卸間のEDIの刷新と納品情報のデジタル化

3. 上記１，２を活用したCO2排出量算出サービス等の新機能検討

統合データプラットフォームへ



＜事業所マスタチーム＞

物流標準事業所マスタの意義
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◼ 事業所の情報については、現在各社独自のコードで管理されており、データで一意に識別することが困難であり、
デジタル技術を活用した共同輸配送マッチングを行うことができない状況。

◼ 一方で、現在自社コード体系で運営されているものを、別のコード体系に置き換えることは困難を伴う。

◼ そのため、デジタル技術を活用した共同輸配送マッチングを行うためには、荷主、物流事業者が「場所を一意に識
別」でき、かつ各社のシステムやコード体系を変更することなく実現することが重要。

◼ SIP基盤を活用して、各プレイヤーが登録した拠点情報を基盤側で名寄せし、標準のコードを整備。各社のマスタ
とのコンバートテーブルを提供することで、荷主各社および物流事業者が同じコードで同じ拠点を一意に識別するこ
とによって、共配等のマッチング向上を目指す。

SIP基盤

標準
事業所マスタ

＜卸A＞

＜メーカーA＞

＜メーカーB＞

自社コード 住所 名称 標準コード

440 〇〇 卸A ー

自社コード 住所 名称 標準コード

5089 〇〇 卸A

自社コード 住所 名称 標準コード

B550 〇〇 小売センター
A

1001

自社コード 住所 名称 標準コード

75900 〇〇 小売センター
A

1001

マッチング↑

個社
事業所
マスタ

個社
事業所
マスタ

登録

標準コード
付与

登録

標準コード
付与

同じ卸A社の
センターへ運んで
いるが、データ
でのマッチングが
できない

＜卸A＞

＜メーカーA＞

＜メーカーB＞



＜事業所マスタチーム＞

場所を一意に識別することのできる物流標準事業所マスタ構築へ
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(要相談)

①利用者の自社拠点データをSIP基盤に登録することで、該当する物流標準コードを付与することを想定。

②正確性、網羅度ともに業界標準となっている業界取引先マスタや他業界における拠点データ等と連携
を検討し、SIP基盤を活用し名寄せ。物流標準事業所マスタのベースを構築。

流研

SIP基盤

物流
標準事業所
マスタ

データ連携

標準コード
付与

＝

名寄せして業界取引先マスタとの整
合性確認

荷主

物流
事業者

サービス
ベンダー

¥

登録

標準コード
付与

登録

標準コード
付与

標準コード
取得

② ①

¥

¥

¥

GLNとの
整合性確認

業界取引先
マスタ等

その他
拠点DB

各社と相談中



＜次世代EDI検討チーム＞

メーカー・卸間における物流の実態。
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メーカー 卸売業
小売本部

物流情報
（ASN）

発注EDI

小売TC

小売
店舗

小売DC

卸DC

メーカー
倉庫

発注EDI

納品伝票、検品・押印

納品伝票、検品・押印

運送
事業者運送依頼伝票

送り状

♪
♪

♪
♪

♪
♪

♪
♪

メーカー・卸間のEDIについては、納品情報と債権債務情報の部分が紙でのやり取りとなっており、照合作業や紙保
管等にコストがかかっている。

特に納品情報については、荷受側ではいつ何がどのような荷姿でどの程度来るのか荷物が到着するまでわからないた
め、受入体制が整えられず、検品においても荷物と伝票をアナログでチェックしなければならず、結果としてトラックドラ
イバーの長時間待機にもつながっているとも言われている。
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＜次世代EDI検討チーム＞

現行の入荷作業整理

＜入荷＞
検品のため、１SKU1
パレットに積み替え（ま
たは棒積み）

発注数量の確認：商品ITFをスキャンし、発注数量を確認。
現物数量の照合：発注数量と現物数量の照合。
納品伝票数量の照合：上記と納品伝票数量の照合

＜在庫確定＞
入荷数量を確定し、在
庫として登録。

＜格納ラベル＞
格納のためのラベルを
発行。

＜押印と納品書保管＞
照合が完了したら、押印し、
納品書は保管。受領書は

返却。

＜納品書＞

＜受領書＞

＜納品書印刷＞
自社の在庫を引き当
てて出荷確定⇒納品
伝票を印刷

✓ 実際に現物が入荷されるまで、何がどの程度入荷されるかわからないため、入荷業務は、「発注数
量」「現物数量」「納品伝票数量」の照合を行い、賞味期限を入力。

✓ 伝票を通じて業務を行っているため、印刷、持参、紙での照合、押印、保管、返却などのプロセスが
発生している。
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＜次世代EDI検討チーム＞

入荷業務 伝票レス・ASN活用後

＜入荷＞
積み替え作業の削減・
効率化

伝票と現物照合：納品伝票と現物の照合。納品書に赤チェック
発注と伝票照合：発注番号に対する納品番号の照合
発注と現物照合：発注に対する現物の照合。ハンディ等で実施。

＜格納ラベル＞
格納のためのラベルを
発行。

＜押印と納品書保管＞
照合が完了したら、押印し、
納品書は保管。受領書は

返却。

＜納品書＞

＜受領書＞

＜納品書印刷＞
自社の在庫を引き当
てて出荷確定⇒納品
書を印刷

✓ 発注情報・納品伝票を使わず、ASNと現物を照合するので、伝票にまつわる印刷、照合、押印、保
管コストの低減、および入荷現物との照合を効率化することができる。ASNの精度が高ければ、検品
レスの運用ができる。

＜ペーパーレス＞
紙の印刷、保管コスト
低減

＜ペーパーレス＞
紙の押印、保管、返却コ
スト低減。

＜照合作業＞
納品伝票数量の照合：ASNと発注数量を事前にシステムで照合。
現物数量の照合 ：ASNと現物照合することで完了。ASNの精度が

 高ければ、検品（照合）レス運用ができる。賞味
 期限も送られていれば入力不要となる。



＜次世代EDI検討チーム＞

検討状況の整理

ASNメッセージのレベル感
より多くのプレイヤーに参加いただくために、ASNのデータレベルを参加しやすいレベルからはじめ、
順次レベルを上げていくことを想定し、現在ASNデータのレベルを整理中。

ASN運用ルール
合わせて、ASNデータをどのタイミングで送信するのか、発注と納品の齟齬が出た際にどのような連
絡体制を組むのか、またデータとしてどのように反映させるのか等、ASNデータの運用ルールを構築
中。

伝票レスに向けたメッセージ項目の見直し
ASNデータだけではなく、取引全体におけるペーパーレスによる効率化に向けて、現在のメーカー・
卸間における標準メッセージでは足りない項目や新規のメッセージの構築等、検討中。
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